様式第１号別添２
生衛業受動喫煙防止対策事業助成金交付要件等確認申立書
	事業主記載事項

	１　事業場の名称：

	２　事業所の住所：

	３　交付対象事業主であることの要件確認
◆　申請事業主の業種
（該当する業種を○で囲んでください。）
①飲食店営業（めん類） 　 ②飲食店営業（一般飲食）　　  ③飲食店営業（すし店） 　
④喫茶店営業　　　　　　  ⑤飲食店営業（中華料理業）　  ⑥飲食店営業（社交業）　
⑦飲食店営業（料理業）　　⑧その他（　　　　　　　　　　）
◆　申請事業主の資本金又は出資の総額（　　　　　　　　　　　　円）
◆　申請事業主の常時雇用する労働者の数（　　　　　　　　　　　人）
◆　労働者災害補償保険の加入の有無（はい・いいえのどちらかを○で囲んでください。）
　　　　　　　　                                       　　　　　　　　　　（はい・いいえ）

　※「いいえ」と記載されている場合は、非加入者であることが確認できる資料（前年分の確定申告書（第一表及び第二表）の写し等）を添付願います。

	４　事業活動等に係る状況（はい・いいえのどちらかを○で囲んでください。）
◆　生活衛生同業組合の組合員である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（はい・いいえ）
　　【はいの場合：組合名（　　　　　　　　　　　　　　　　　）　組合加入年月（　　　　　）】
◆　暴力団関係事業場（事業主又は事業主が法人である場合にあっては、当該法人の役員若しくは事業場の業務を統括する者その他これに準ずる者のうちに暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する者のある事業場、暴力団員が経営に実質的に関与している事業場及びこれらの事業場であると知りながら、これを不当に利用するなどしている事業場等）である。                          　　　　 （はい・いいえ）
◆　事業主等又は当該事業主が法人である場合にあっては、当該法人の役員若しくは事業場の業務を統括する者その他これに準ずる者のうちに、破壊活動防止法第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行った又は行う恐れがある団体等に属している者がいる。 　　　　　　　　　　（はい・いいえ）
◆　倒産している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（はい・いいえ）

	５　申請した受動喫煙防止対策に係る事業計画の内容が、建築基準法、消防法その他当該事業計画に関連する法令等に抵触しないものとなっていますか。              （はい・いいえ）


１から5までの記載事項については、いずれも相違ありません。また、１から5までの事業活動等又はその他の審査に必要な事項についての確認を厚生労働省、公益財団法人全国生活衛生営業指導センター又は都道府県生活衛生営業指導センターが行う場合にはこれに協力します。
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人

全国生活衛生営業指導センター 理事長　殿
　所在地
法人又は事業主名
 　代表者職氏名                                                          印
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